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損保数理（問題） 
 
特に断りがないかぎり、消費税については考慮しないこととする。また、免責金額および支払限度額

は１事故あたりのものであり、各クレームは独立であるものとする。 
 

 
問題１．次のⅠ～Ⅶの各問について、最も適切なものをそれぞれの選択肢の中から選び、解答用紙の所

定の欄にマークしなさい。       （各７点） 
Ⅰ．ある保険商品の免責金額・支払限度額を設定しない場合の個々のクレーム額 X は、平均θの指数分
布に従っている。支払限度額を 500として引き受けた保険契約の支払データとして、次のデータを得
た。このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 

 
支払保険金 支払件数 支払総額 
500未満 30 8,000 

500 20 10,000 
計 50 18,000 

 
（１）最尤法によりθを求めた場合、最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 
 
（Ａ）300 （Ｂ）350 （Ｃ）400 （Ｄ）450 （Ｅ）500 
（Ｆ）550 （Ｇ）600 （Ｈ）650 （Ｉ）700 （Ｊ）750 

 
（２）支払限度額 500 に加え、免責金額 100（エクセス方式）を設定した場合の支払保険金の期待値
に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。なお、θは最尤法により算出した数値を使用し、必要

があれば 368.01 =−e 、 717.03
1

=
−

e 、 819.05
1

=
−

e を使用すること。 

 
（Ａ）287 （Ｂ）297 （Ｃ）307 （Ｄ）317 （Ｅ）327 
（Ｆ）337 （Ｇ）347 （Ｈ）357 （Ｉ）367 （Ｊ）377 
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Ⅱ．ある保険会社の自動車保険の料率は、年齢（X歳以上か X歳未満か）と免許の色（ゴールド免許か
ゴールド免許以外か）の二つの危険標識で複合的に区分されている。この自動車保険に関するある年

度の実績統計が下表のとおりであったとする。 

＜エクスポージャ（Eij）＞ 
  ゴールド免許 ゴールド免許以外 計 

X歳以上  E11 ＝ 500  E12 ＝1,000  E1･＝ 1,500 
X歳未満  E21 ＝ 250  E22 ＝ 500  E2･＝ 750 
計  E･1 ＝ 750  E･2 ＝1,500  E･･＝ 2,250 

＜クレーム総額（Cij）＞ 
  ゴールド免許 ゴールド免許以外 計 

X歳以上  C11＝ 800  C12 ＝1,800  C1･＝2,600 
X歳未満  C21＝1,000  C22＝2,400  C2･＝3,400 
計  C･1＝1,800  C･2 ＝4,200  C･･＝6,000 

この複合リスクの構造が加法型であると仮定して、2 つの危険標識について相対クレームコスト指数
および料率係数をMinimum Bias法により求めるとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 
なお、計算の途中において、クレームコストおよび相対クレームコスト指数は、全て小数点以下第４

位を四捨五入して小数点以下第３位までの数値を用いることとする。 
 
（１）年齢「X歳未満」、免許の色「ゴールド免許以外」に対応する相対クレームコスト指数の実績値 22r
に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 
（Ａ）1.750 （Ｂ）1.760 （Ｃ）1.770 （Ｄ）1.780 （Ｅ）1.790 
（Ｆ）1.800 （Ｇ）1.810 （Ｈ）1.820 （Ｉ）1.830 （Ｊ）1.840 

 
（２）年齢「X 歳未満」、免許の色「ゴールド免許以外」に対応する料率係数の値に最も近いものは、
選択肢のうちのどれか。 

 
（Ａ）1.750 （Ｂ）1.760 （Ｃ）1.770 （Ｄ）1.780 （Ｅ）1.790 
（Ｆ）1.800 （Ｇ）1.810 （Ｈ）1.820 （Ｉ）1.830 （Ｊ）1.840 
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Ⅲ．事故年度から翌々年度までに保険金支払いが完了する保険商品について、次の実績データを基に

2011 年度末の支払備金（普通支払備金＋ＩＢＮＲ備金）を累計発生保険金により見積もることとす
る。このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 

＜事故年度別 経過年度別累計発生保険金の推移＞ 

経過年度 
事故年度 

1 2 3 
2009 5,450 6,030 6,210 
2010 5,780 6,280  
2011 6,300   

＜事故年度別 既経過保険料と 2011年度末累計支払保険金＞ 
事故年度 既経過保険料 2011 年度末累計支払保険金 

2009 10,200 6,210 
2010 11,400 6,030 
2011 12,100 5,850 

ただし、累計発生保険金のロスディベロップメントファクターの予測値には、既知の対応する事故年

度別ロスディベロップメントファクターを単純平均した値を用いることとする。また、インフレ率は

考慮しないものとする。 

なお、計算の途中において、保険金・支払備金については全て小数点以下第１位を四捨五入して整数

値を用い、ロスディベロップメントファクターについては小数点以下第４位を四捨五入して小数点以

下第３位までの数値を用いることとする。 

 

（１）ボーンヒュッターファーガソン法により推定した 2011年度末支払備金に最も近いものは、選択
肢のうちのどれか。ただし、最終累計発生保険金の当初予測値は、事故年度別既経過保険料に予定

損害率（各年度とも 60%とする。）を乗じた値を使用することとする。 

（Ａ）1,523  （Ｂ）1,553  （Ｃ）1,583  （Ｄ）1,613  （Ｅ）1,643 
（Ｆ）1,673  （Ｇ）1,703  （Ｈ）1,733  （Ｉ）1,763  （Ｊ）1,793 

 
（２）ベンクテンダー法により推定した 2011年度末支払備金に最も近いものは、選択肢のうちのどれ
か。ただし、最終累計発生保険金の当初予測値は、事故年度別既経過保険料に予定損害率（各年度

とも 60%とする。）を乗じた値を使用し、信頼係数には 2011 年度末における保険金出現割合（チ
ェインラダー法により推定した事故年度別の最終累計発生保険金に対する 2011 年度末累計発生保
険金の割合）を使用することとする。なお、信頼係数および保険金出現割合については全て小数点

以下第４位を四捨五入して小数点以下第３位までの数値を用いることとする。 

（Ａ）1,528  （Ｂ）1,558  （Ｃ）1,588  （Ｄ）1,618  （Ｅ）1,648 
（Ｆ）1,678  （Ｇ）1,708  （Ｈ）1,738  （Ｉ）1,768  （Ｊ）1,798 
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Ⅳ．全損失効時には当該保険年度末の払戻積立金にα を乗じた額を返す積立保険の年払積立保険料を求
めたい。なお、全損失効は保険年度末に発生するものとし、満期返れい金をW 、保険期間をn年、予

定利率を i、現価率を 







+
=

i
v

1
1
、予定契約消滅率をqとする。このとき、次の（１）、（２）の各問に

答えなさい。 
 
（１）第 t保険年度末の払戻積立金を Vt 、年払積立保険料を Pn とすると、Vt が満たす再帰式は選択肢
のうちのどれか。 

（Ａ） ( ) PVvqV ntt +=×+−× −11 α  （Ｂ） ( ) PVvqV ntt +=×⋅+× −11 α   
（Ｃ） ( ){ } PVqV ntt +=⋅−−× −111 α  （Ｄ） ( ){ } PVvqV ntt +=×⋅−−× −111 α   
（Ｅ） PVvV ntt +=× −1   （Ｆ） ( ){ } vPVvqV ntt ×+=×⋅−−× −111 α   
（Ｇ） ( ){ } PVvqV ntt +=⋅−−× −111 α  （Ｈ） ( ) PVqV ntt +=+−× −11 α   
（Ｉ） ( ) PVvqV ntt +=⋅+× −11 α  （Ｊ） ( ) PVqV ntt +=⋅+× −11 α  
（Ｋ）いずれにも該当しない 

 
（２） Pn として正しいものは、選択肢のうちのどれか。 

（Ａ） ( ){ } ( ){ }
( ){ }n

n

vq
vqvqW

×+−−
×+−−××+−×

α
αα

11
111  

（Ｂ） n
n

v
vvW

−
−××

1
1  

（Ｃ） ( ){ }[ ] ( ){ }[ ]
( ){ }[ ]n

n

vq
vqvqW

⋅−−−
⋅−−−×⋅−−×

α
αα

111
11111  

（Ｄ） ( ) ( )n
n

q
qqW

α
αα
+−−

−×+−×
11

1  

（Ｅ） ( ){ } ( ){ }
( ){ }n

n

vq
vqvqW

×⋅+−
×⋅+−××⋅+×

α
αα

11
111  

（Ｆ） ( ){ } ( )
( ){ }n

n

q
qqW

⋅−−−
⋅−×⋅−−×
α

αα
111

111  

（Ｇ） ( ){ }[ ] ( ){ }[ ]
( ){ }[ ]n

n

vq
vqvqW

×⋅−−−
×⋅−−−××⋅−−×

α
αα

111
11111  

（Ｈ） ( ){ }[ ] ( ){ }[ ]
( ){ }[ ] vvq

vqvqW n
n 1

111
11111 ×

×⋅−−−
×⋅−−−××⋅−−×

α
αα  

（Ｉ） ( ){ } ( ){ }
( ){ }n

n

vq
vqvqW

⋅+−
⋅+−×⋅+×

α
αα

11
111  

（Ｊ） ( ) ( )n
n

q
qqW
⋅+−

⋅−×⋅+×
α

αα
11

1  

（Ｋ）いずれにも該当しない 
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Ⅴ．次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 
（１）下表は４つの保険料算出原理が、正の同次性と独立なリスクに対する加法性を満たすかどうかを

まとめたものである。①から⑧に入る適切な記号は選択肢のうちのどれか。 

 正の同次性 独立なリスクに対する加法性 

指数原理 ① ② 

パーセンタイル原理 ③ ④ 

エッシャー原理 ⑤ ⑥ 

ワンの保険料算出原理 ⑦ ⑧ 

 

（Ａ）○（性質を満たしている） （Ｂ）×（性質を満たしていない） 
 
（２） X が平均 Xμ 、分散 2

Xσ の正規分布に従うとき、指数原理（ ( ) ( ) hhMXP X /log= ）で h＝0.2 
として算出した保険料と同額になるものは選択肢のうちのどれか。 

 
（Ａ）期待値原理（ ( ) ( ) XhXP μ+= 1 ）でh =0.4として算出した保険料 
（Ｂ）期待値原理（ ( ) ( ) XhXP μ+= 1 ）で h =0.2として算出した保険料 
（Ｃ）期待値原理（ ( ) ( ) XhXP μ+= 1 ）で h =0.1として算出した保険料 
（Ｄ）分散原理（ ( ) 2

XX hXP σμ += ）でh =0.4として算出した保険料 
（Ｅ）分散原理（ ( ) 2

XX hXP σμ += ）でh =0.2として算出した保険料 
（Ｆ）分散原理（ ( ) 2

XX hXP σμ += ）で h =0.1として算出した保険料 
（Ｇ）標準偏差原理（ ( ) XX hXP σμ += ）で h =0.4として算出した保険料 
（Ｈ）標準偏差原理（ ( ) XX hXP σμ += ）で h =0.2として算出した保険料 
（Ｉ）標準偏差原理（ ( ) XX hXP σμ += ）で h =0.1として算出した保険料 
（Ｊ）いずれにも該当しない 
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Ⅵ．ある保険商品において、年間の支払件数が平均 0.5のポアソン分布に従っており、また、支払保険
金 1件の金額 X が下表の分布に従っている。このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。なお、

個々の支払保険金の額と支払件数は独立であるものとする。必要があれば 607.02
1

=
−

e を使用する

こと。 

支払保険金１件の金額： X  発生確率 
10 0.2 
20 0.5 
30 0.3 

 
（１）年間の支払保険金総額 Sが 20となる確率 )20(Sf に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 
 
（Ａ）0.155 （Ｂ）0.160 （Ｃ）0.165 （Ｄ）0.170 （Ｅ）0.175 
（Ｆ）0.180 （Ｇ）0.185 （Ｈ）0.190 （Ｉ）0.195 （Ｊ）0.200 

 
（２）エクセスポイントを 40とするストップロス再保険をこの保険商品に設定する場合、当該ストッ
プロス再保険の年間の回収保険金期待値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 
（Ａ）0.61 （Ｂ）0.66 （Ｃ）0.71 （Ｄ）0.76 （Ｅ）0.81 
（Ｆ）0.86 （Ｇ）0.91 （Ｈ）0.96 （Ｉ）1.01 （Ｊ）1.06 

 



平成 24年度 
損保数理･･････7 

 
Ⅶ．あるポートフォリオについて、個々のクレーム額がパレート分布に従うことが分かっている。この

とき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 
 
（１） nXXX ,, 21 を互いに独立に同一の分布 F に従う確率変数列とし、その最大値

),,max( 21 nn XXXM = を考える。このとき、 nM をある数列 nn dc , により正規化した値

nnnn cdMZ )( −= については、 nn dc , を適当に選ぶことで、特定の分布に法則収束することを示

すことができる。 

nXXX ,, 21 がパレート分布 ( )ββ α >−= xxxF
iX )(1)( に従うとき、 0,

1

== nn dnc αβ とする

と、以下のとおりとなる。 
 

          ⎯⎯ →⎯ ∞→n
Z xF

n
)( (  ①  )       ( )0>x  

①～③に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。なお、同じ選択肢を複数回用いて

もよい。 

 

 （Ａ） e  （Ｂ） e−  （Ｃ） x  （Ｄ） x−  （Ｅ）α  （Ｆ） α−  
（Ｇ） α1  （Ｈ） α1−  （Ｉ） β  （Ｊ） β−  （Ｋ） β1  （Ｌ） β1−   
（Ｍ）いずれにも該当しない 

  
（２）個々のクレーム額がパレート分布 ( )221)( >−= xxxF に従うポートフォリオにおいて、100
件のクレームを観測したとき、（１）で導出した近似分布を用いて最大クレーム額を計算する。こ

のとき、最大クレーム額の 90%VaRの値は   ④   である。なお、必要があれば、 0.6932log = 、

1.0993log = 、 1.6095log = を使用すること。 
④に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ） 800  （Ｂ） 960 （Ｃ）1,120 （Ｄ）1,280 （Ｅ）1,440 
（Ｆ）1,600  （Ｇ）1,760 （Ｈ）1,920  （Ｉ）2,080 （Ｊ）2,240 

－(    ) ② 
  ③  
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問題２．次のⅠ～Ⅴの各問について、最も適切なものをそれぞれの選択肢の中から選び、解答用紙の所

定の欄にマークしなさい。       （各８点） 
Ⅰ．ある保険商品の予定料率構成割合は下表のとおりであり、予定社費率に対応する社費のうち半分は

契約条件により増減することはなく、残りの半分が保険金支払件数に比例するものとなっている。た

だし、代理店手数料と利潤は営業保険料に比例するものとする。 

  
  
  
 
 

 また、この保険商品の個々のクレーム額 X が以下の確率密度関数に従うことが分かっている。 

( ) ( )0
2

3logexp
2
1)(

2

>






 +−= xx
x

xf
π

 

この保険商品に、以下の商品内容の改定を行うことを検討している。 
・フランチャイズ方式の免責金額 5.3−e を導入する（個々のクレーム額 X に免責金額を加味した額が
保険金である） 

・保険金の 10%を費用保険金として支払う（たとえば、保険金が 100 の場合は、費用保険金 10 と
あわせて、合計 110が支払われる） 

このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。なお、必要があれば下表（標準正規分布の上側ε
点）の数値を使用すること。 

＜表＞標準正規分布の上側ε 点： ( )εu  
ε  0.309 0.159 0.067 0.023 
( )εu  0.500 1.000 1.500 2.000 

 
（１）商品内容の改定により、保険金支払件数が   ①   ％減少する。①に入る数値に最も近い
ものは、選択肢のうちのどれか。 

 
（Ａ）6 （Ｂ）11 （Ｃ）16 （Ｄ）21 （Ｅ）26 
（Ｆ）31 （Ｇ）36 （Ｈ）41 （Ｉ）46 （Ｊ）51 

 
（２）商品内容の改定により、営業保険料が   ②   ％減少する。②に入る数値に最も近いもの
は、選択肢のうちのどれか。 

 
（Ａ） 0.9 （Ｂ）1.4 （Ｃ）1.9 （Ｄ）2.4 （Ｅ）2.9 
（Ｆ） 3.4 （Ｇ）3.9 （Ｈ）4.4 （Ｉ）4.9 （Ｊ）5.4 

  予定損害率 60% 
予定社費率 20% 
代理店手数料率  15% 
予定利潤率  5% 
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Ⅱ．ある 1 年契約の保険商品について、今年度（X年度）は 17 件の契約を引き受けている。このうち
次年度に契約を更改する件数（更改件数）を推定する。各契約者が契約を更改するか否かは、パラメ

ータΘの二項分布 ),1( ΘB （確率関数 ( ) ( ) yy

y
yf −Θ−Θ








= 11

1
、確率変数Y は、契約を更改する場合は

1を、契約を更改しない場合は 0をとるものとする）に従い、Θは、確率密度関数が、 

( )10)1(72)( 7 <<−=Θ θθθθf のベータ分布に従うことが分かっている。また、過去 3 年間の契約

件数と更改件数は下表のとおりとなっている。このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 
 

 X－3年度 X－2年度 X－1年度 X年度 
契約件数 12 13 15 17 
更改件数 6 7 7  ②  

(例) X－3年度は、12件の契約を引き受け、うち 6件が次年度に契約を更改した。 
 
（１）実績データに対する信頼度を Bühlmann-Straubモデルにより計算すると、信頼度の値は 
  ①   である。 
①に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 
 
（Ａ）0.10 （Ｂ）0.20 （Ｃ）0.30 （Ｄ）0.40 （Ｅ）0.50 
（Ｆ）0.60 （Ｇ）0.70 （Ｈ）0.80 （Ｉ）0.90 （Ｊ）1.00 

 
（２）Bühlmann-Straubモデルを用いて推計した X年度の更改件数は   ②   である。 
②に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 
 
（Ａ）8.5 （Ｂ）9.0 （Ｃ）9.5 （Ｄ）10.0 （Ｅ）10.5 
（Ｆ）11.0 （Ｇ）11.5 （Ｈ）12.0 （Ｉ）12.5 （Ｊ）13.0 
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Ⅲ．次の条件を満たす保険商品の引き受けを実施するにあたり、事業年度における破産確率を検討する。 

  ①１契約あたりのクレーム件数は平均 0.02のポアソン分布に従い、クレーム額は平均 50万円の指
数分布に従う。また、クレーム総額の分布は近似的に正規分布に従う。 

  ②この保険商品のみの引き受けを行い、保険金支払いは事業年度期初のサープラス 500万円と、純
保険料に安全割増 15%を加えた保険料収入で賄う。 

  ③契約引受件数は、5,000件。 
  ④契約はすべて事業年度期初に締結されると同時に保険料が領収され、保険金支払いは事業年度中

にすべて行われるものとする。なお、運用益は考慮しない。 

このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。なお、必要があれば下表（標準正規分布の上側ε
点）の数値（表に記載のない数値は直線補間により算出された数値）および 368.01 =−e を使用す

ること。 
 
  ＜表＞標準正規分布の上側ε 点： ( )εu  

ε  0.080 0.050 0.025 0.020 0.015 0.010 
)(εu  1.405 1.645 1.960 2.054 2.170 2.326 

 
（１）当該事業年度における破産確率に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 
 
（Ａ）2.5%  （Ｂ）3.0%  （Ｃ）3.5%  （Ｄ）4.0%  （Ｅ）4.5% 
（Ｆ）5.0%  （Ｇ）5.5%  （Ｈ）6.0%  （Ｉ）6.5%  （Ｊ）7.0% 

 
（２）１クレームごとに、100万円を超える部分は 50%の縮小支払とすることとした※。 

この場合、当該事業年度における破産確率に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 
   ※たとえば、200万円のクレームの場合は、保険金支払額は 150万円となる。 
     100万円＋（200万円－100万円）×50% = 150万円 
 
（Ａ）1.1%  （Ｂ）1.6%  （Ｃ）2.1%  （Ｄ）2.6%  （Ｅ）3.1% 
（Ｆ）3.6%  （Ｇ）4.1%  （Ｈ）4.6%  （Ｉ）5.1%  （Ｊ）5.6% 

 
 

 



平成 24年度 
損保数理･･････11 

 

Ⅳ．ある保険会社が販売している保険商品の個々のクレーム額 X は、以下の確率密度関数に従うことが
分かっている。 

 
312)( 





=

x
xf  ( )x<1  

現在この保険会社では、この保険商品に対してエクセスポイント 2、カバーリミット 3 の超過損害額
再保険特約を設定している。 
ここで、来年度以降、個々のクレーム額 X が一律 10%上昇する場合を想定する。この保険会社ではカ
バーリミットを変更することで、再保険特約の回収期待値をクレーム額が増加する前と同じ金額にし

たいと考えている。このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 
 
（１）現在の超過損害額再保険特約の回収期待値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 
 
（Ａ）0.10 （Ｂ）0.15 （Ｃ）0.20 （Ｄ）0.25 （Ｅ）0.30 
（Ｆ）0.35 （Ｇ）0.40 （Ｈ）0.45 （Ｉ）0.50 （Ｊ）0.55 

 
（２）クレーム額の増加後に設定すべきカバーリミットの金額に最も近いものは、選択肢のうちのどれ

か。ただし、エクセスポイントは 2のままで変更しないこととする。 
 
（Ａ）2.0 （Ｂ）2.1 （Ｃ）2.2 （Ｄ）2.3 （Ｅ）2.4 
（Ｆ）2.5 （Ｇ）2.6 （Ｈ）2.7 （Ｉ）2.8 （Ｊ）2.9 
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Ⅴ．次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 
（１）以下のイからハのうち正しいものの組み合わせとして最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。 
イ．ベイズ方法論は、実務的には、事前分布を決定する必要があること、簡単な事例を除き解析的

な計算が困難な場合が多い、といった問題がある。Bühlmannモデルは、この問題を緩和した
方法となっている。 

ロ．Bailey-Simon 法では、目的変数の期待値は説明変数の線形結合を要素としたリンク関数で表
され、目的変数は指数型分布族に従い、その分散は平均の関数で表せる。このため、損害保険

で取り扱う正規分布がなじみにくいクレーム頻度やクレーム額の分布もモデル化が可能となる。 
ハ．保険負債の確率論的アプローチは、将来キャッシュフローを一点（期待値）で予測する手法で

あるため、これをリスクフリーレートではなく、低めに調整した割引率で割り引くことで、リ

スクと不確実性に関する調整を行う。 
 
（Ａ）全て正しい  （Ｂ）イ、ロのみ正しい 
（Ｃ）イ、ハのみ正しい  （Ｄ）ロ、ハのみ正しい 
（Ｅ）イのみ正しい  （Ｆ）ロのみ正しい 
（Ｇ）ハのみ正しい  （Ｈ）全て誤り 

 
（２）以下のニからヘのうち正しいものの組み合わせとして最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。 
ニ．確率変数 ( )NXX ,,1  のコピュラが積コピュラであるとき、( )NXX ,,1  は独立である。また、

その逆も必ず成り立つ。 

ホ．クレーム件数が負の二項分布 ( ) ( ) ( ),2,1,01
1

=−






 −+
= npp

n
nr

nf nr に従う場合のクレー

ム総額 Sの積率母関数は、クレーム額 X の積率母関数 ( )tM X を用いて、以下のとおり書ける。 

( ) ( ) ( )

r

X
S tMp

tM 







−−

=
11

1  

ヘ．リスクの集中に対しペナルティを課すべきとの批判にこたえるため、コヒーレント・リスク尺

度が満たす公理のうち、劣加法性および正の同次性を、 
      10 ≤≤ c に対し、 ( )( ) ( ) ( ) ( )2121 11 XcXcXccX ρρρ −+≤−+  
  に置き換えた尺度を、歪みリスク尺度という。 
 
（Ａ）全て正しい  （Ｂ）ニ、ホのみ正しい 
（Ｃ）ニ、ヘのみ正しい  （Ｄ）ホ、ヘのみ正しい 
（Ｅ）ニのみ正しい  （Ｆ）ホのみ正しい 
（Ｇ）ヘのみ正しい  （Ｈ）全て誤り 
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問題３．次の問について、最も適切なものをそれぞれの選択肢の中から選び、解答用紙の所定の欄にマ

ークしなさい。         （11点） 
ある保険事故が発生した場合に、保険金 X と保険金Yをそれぞれ支払う保険商品がある。 
保険金 X と保険金Yは、それぞれ次の確率密度関数に従うことが分かっている。 

( )0
10
1)( 10 ≥=

−
xexf

x

     ( )550)( 3 >= − yyyg  

また、保険金 X と保険金Y の同時分布は、アルキメデス型コピュラ ))()((),( 21
1

21 uuuuC φφφ += − で

構成され、その生成作用素が、 αφ α )1()( −= −uu であることが分かっている。このとき、次の（１）、

（２）の各問に答えなさい。 
 
（１）このポートフォリオにおいて、直近に観察された保険金 X と保険金Y が下表のとおりとなって
いる。これらの観察値からケンドールのτ を算出すると   ①   となる。 

事故番号 1 2 3 4 5 6 7 8 
保険金Xの観察値 4 16 33 3 38 11 15 5 
保険金Yの観察値 6 18 45 8 14 26 10 7 

①に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 
 

（Ａ）0.00 （Ｂ）0.10 （Ｃ）0.20 （Ｄ）0.30 （Ｅ）0.40 
（Ｆ）0.50 （Ｇ）0.60 （Ｈ）0.70 （Ｉ）0.80 （Ｊ）0.90 

 
（２）ケンドールのτ が観察値から算出した値と一致するように、コピュラのパラメータα を定めた
とき、保険金 X と保険金Y がともに 10以下となる確率は   ②   である。また、必要があれ
ば、 2.718=e を使用すること。 
（ヒント：アルキメデス型コピュラのケンドールのτ は、 

      +
′

=
1

0
1

)(
)(4 du

u
u

φ
φτ  

と表される。） 
②に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 
 

（Ａ）0.43 （Ｂ）0.45 （Ｃ）0.47 （Ｄ）0.49 （Ｅ）0.51 
（Ｆ）0.53 （Ｇ）0.55 （Ｈ）0.57 （Ｉ）0.59 （Ｊ）0.61 

 

 

 

以上 



損保数理（解答例） 
 
問題１． 
Ⅰ． 
（１）（Ｇ） （２）（Ａ）   ［（１）３点、（２）４点］ 

（１） 

X の分布関数は、 θ
x

exF
−

−=1)(  )0( >x であるから、 θ
500

)500(1)500(
−

=−=≥ eFXP  

尤度関数は、 

θθθθθ θθ
θ

θθ
18000

30
100008000

30
50

31

50030

1

50

1

1);()(
−−−−−

=

−

=

−

=

=⋅=




















== ∏∏∏ eeeeexfL
ii

x

i
i

i

 

したがって、 0)(log =
∂
∂ θ
θ

L となるθが求める値となる。 

0180003018000log30)(log 2 =+−=





 −−

∂
∂=

∂
∂

θθθ
θ

θ
θ

θ
L  

これをθについて解いて、 600=θ  
 

（２） 

支払限度額 500 に加えて免責金額 100 を設定した場合の支払保険金をY とすると、 

}{

3.287

600

50011001

)600(15001)100(

)600(500)()100()(

16
1

600

100

600

100

600

600

100

600

100

=











−⋅=

⋅+−⋅=

−⋅+⋅−=

≥⋅+⋅−=

−−

−−−

−

 





ee

edxedxex

Fdxex

XPdxxfxYE

xx

x

θθθ

θ

θθ

θ

 

 
 



問題１． 
Ⅱ． 
（１）（Ｆ） （２）（Ａ）   ［（１）２点、（２）５点］ 

（１） 

各リスク区分ごとのクレームコスト     および相対クレームコスト指数     を計算すると、 

＜クレームコスト ijR ＞ 

  ゴールド免許 b1 ゴールド免許以外 b2 計 
X歳以上 a1 1.600 1.800 1.733 

X歳未満 a2 4.000 4.800 4.533 

計 2.400 2.800 2.667 

 

＜相対クレームコスト指数 ijr ＞ 

  ゴールド免許 b1 ゴールド免許以外 b2 計 
X歳以上 a1 0.600 0.675 0.650 

X歳未満 a2 1.500 1.800 1.700 

計 0.900 1.050 1 

よって、相対クレームコスト指数の実績値 800.122 =r  
 

（２） 

相対クレームコスト指数の推定値  としたとき、Minimum Bias 法における満たすべき条件は、次の

連立方程式のようになる。 

0)ˆ()ˆ(
0)ˆ()ˆ(
0)ˆ()ˆ(

0)ˆ()ˆ(

222222121212

212121111111

222222212121

121212111111

=−⋅+−⋅
=−⋅+−⋅
=−⋅+−⋅

=−⋅+−⋅

rrErrE
rrErrE
rrErrE

rrErrE

 

 この連立方程式において、Cを定数として、 

CrrErrE
CrrErrE
−=−⋅=−⋅

=−⋅=−⋅
)ˆ()ˆ(
)ˆ()ˆ(

121212212121

222222111111  

と表すことができる。この複合リスクの構造が加法型であることから、各相対クレームコスト指数の

推定値は料率係数を用いて、 )2,12,1(ˆ ==+= jiyxr jiij と表される。 

ij

ij
ij E

C
R =

••

=
R
R

r ij
ij

ijr̂



これを、上記連立方程式に代入して整理すると、 

)(/,)(/
)(/,)(/

222222212112

121221111111

dECryxcECryx
bECryxaECryx





−=++=+
+=+−=+

 

となる。 

)()()()( cbda +=+ より、 

)()()()(
21

21
12

12
22

22
11

11 E
Cr

E
Cr

E
Cr

E
Cr +++=−+−  

であり、各 ijE , ijr を代入してCについて解くと、 25=C
 

∴ 750.1500/25800.1/ˆ 22222222 =−=−=+= ECryxr  
 
 



問題１． 
Ⅲ． 
（１）（Ｈ） （２）（Ｇ）   ［（１）３点、（２）４点］ 

（１）ボーンヒュッターファーガソン法による推定は以下のとおり。 

事故年度 既経過 
保険料 

予定 
損害率 

当初 
予測値 

2011 年度
末累計発
生保険金 

jB  jB1  最終発生
保険金 

2009 10,200 60% 6,120 6,210 1.000 1.000 6,210 
2010 11,400 60% 6,840 6,280 1.030 0.971 6,478 
2011 12,100 60% 7,260 6,300 1.130 0.885 7,135 

 
    支払備金（普通支払備金＋ＩＢＮＲ備金）は、最終発生保険金と 2011 年度末累計支払保険金

との差額となるので、以下のとおり計算される。 
    (6,210 － 6,210) + (6,478 － 6,030) + (7,135 － 5,850) = 1,733 
 
（２）ベンクテンダー法による推定は以下のとおり。 

まず、チェインラダー法により、各年度の 3年度経過時累計発生保険金を求める。 
①LDF 

経過年度 
事故年度 

1→2 2→3 

2009 1.106 1.030 

2010 1.087 1.030 

2011 1.097 1.030 

 
②経過年度ごとの累計発生保険金（網掛けセル部分が計算値）    

経過年度 
事故年度 

１ ２ ３ 

2009 5,450 6,030 6,210 

2010 5,780 6,280 6,468 

2011 6,300 6,911 7,118 

 

   信頼係数には 2011 年度末における保険金出現割合を用いることとしているため、（１）の解答過
程において算出した jB1 を信頼係数として、各事故年度における最終発生保険金を推定する。 

    2009 年度：6,210 

    2010 年度：6,468×0.971 + 6,478×(1-0.971) = 6,468 

    2011 年度：7,118×0.885 + 7,135×(1-0.885) = 7,120 

   以上より、支払備金は以下のとおり計算される。 

    (6,210 - 6,210) + (6,468 - 6,030) + (7,120 – 5,850)= 1,708 



問題１． 
Ⅳ． 
（１）①（Ｄ）（２）（Ｇ）   ［（１）３点、（２）４点］ 

（１） 

再帰式は、 ( ) ( ) ( ) VqiPVqV tntt ⋅⋅−+×+=−× − α11 1 を変形して、 

( ){ } PVvqV ntt +=×⋅−−× −111 α となる。 

 

（２） 

第1保険年度から第 n保険年度までの再帰式は、以下のとおりである。 
( ){ } PVvqV n+=×⋅−−× 01 11 α  

( ){ }[ ] ( ) ( ){ } vqPVvqV n ×⋅−−×+=×⋅−−× αα 1111 1
2

2  

・・・ 

( ){ }[ ] ( ) ( ){ }[ ] 1
1 1111 −

− ×⋅−−×+=×⋅−−× n
nn

n
n vqPVvqV αα  

加算すると、 

( ){ }[ ] ( ){ }[ ] ( ){ }[ ]
( ){ }[ ]n

n

n
n

vqV

vqvqvqPV

×⋅−−×=

×⋅−−+×⋅−−+×⋅−−+×+ −

α

ααα

11

1111111 12
0 

 

00 =V 、 WVn = より 

( ){ }[ ] ( ){ }[ ]
( ){ }[ ]n

n
n vq

vqvqWP
×⋅−−−
×⋅−−−××⋅−−×=

α
αα

111
11111  

となる。 
 
 



問題１． 
Ⅴ． 
（１）①（Ｂ） ②（Ａ） ③（Ａ） ④（Ｂ） ⑤（Ｂ） ⑥（Ａ） ⑦（Ａ） ⑧（Ｂ） 

（２）（Ｆ） 

［（１）①,②完答で１点、③,④完答で１点、⑤,⑥完答で１点、⑦,⑧完答で１点、（２）３点］ 

（１） 

（テキスト７－６より） 

（２） 

( )XP ＝ ( ) hhM X /log ＝
h

h
h x

x 









+

2

22σ
μ

＝ 2

2 x

h
x σμ + ＝ 21.0

xx σμ +  

 



問題１． 
Ⅵ． 
（１）（Ａ） （２）（Ｄ）   ［（１）２点、（２）５点］ 

（１） 

)20(Sf  =（支払件数 1件、支払保険金 20 である確率） 
＋（支払件数 2件、支払保険金がそれぞれ 10 である確率） 

25.0
2

5.0 2.0
!2
5.05.0

!1
5.0 ××+××= −− ee  

5.0255.0 −×= e  
＝0.155 

 

（２） 

（１）と同様に、 
)0(Sf  =（支払件数 0件である確率） 

5.0−= e  
 

)10(Sf  =（支払件数 1件、支払保険金 10 である確率） 

2.0
!1
5.0 5.0 ××= −e  

5.01.0 −×= e  

 
)30(Sf  =（支払件数 1件、支払保険金 30 である確率） 

＋（支払件数 2件、支払保険金がそれぞれ 10、20 である確率） 

＋（支払件数 3件、支払保険金がすべて 10 である確率） 

35.0
3

5.0
2

5.0 2.0
!3
5.02.05.02

!2
5.03.0

!1
5.0 ××+××××+××= −−− eee  

5.0175167.0 −×= e  

 
以上の結果を用いて、 

( ) 
=

∞

=

−+−=−=
3

05
40 )10()4(1040)()10()4(10

k
s

k
s kfkSEkfkIE  

 
=

−+−×=
3

0
)10()4(1040)(5.0

k
s kfkXE

 
＝0.76 
 



問題１． 
Ⅶ． 
（１）①（Ａ）②（Ｃ）③（Ｆ） （２）（Ｈ）   ［（１）①～③完答で３点、（２）４点］ 

（１） 

( ) ( )
( )
( )
( ){ } ( ){ } ( ){ }
( ){ } ( ) αααα

α

ββ

β
−−∞→− ⎯⎯ →⎯−=−=

=+=+≤=

+≤+≤+≤=
+≤=

+≤=≤−=

xnnn

n
X

n
nnX

n
nni

nnnnnnn

nnn

nnnnnnZ

enxxn

xnFdxcFdxcXP

dxcXdxcXdxcXP
dxcXXXP

dxcMPxcdMPxF

ii

n

1)(1

,,,
),,,max(

)()(

1

1

21

21

　　　　

　　　　

　　　　
　　　　





 

 

（２） 

9.0)( 100 =≤ μMP となるμを求める。 

( ) ( ) 1200
100 200200

−−≈≤ μμ eMP より、 ( ) 9.0
1200 =

−− μe  

両辺の対数をとると、 

( ) 9.0log200 1 =− −μ  

したがって、 1923
104.0

200
5log2log3log2

200
9.0log

200 ==
−−

−=−=μ  

 

 



問題２． 
Ⅰ． 
（１）①（Ｆ）（２）（Ｃ）   ［（１）３点、（２）５点］ 

（１） 

フランチャイズ免責の導入により、保険金が発生する割合は、 

( ) ( )

691.0309.01

2
exp

2
1

2
3exp

2
1

2
3logexp

2
1

5.0

2

5.3

22

5.3

=−=







−=







 +−=







 +− 

∞

−

∞

−

∞

−

ydyydyx
x

dx
e πππ  

したがって、保険金支払件数が減少する割合は 30.9% 
 

（２） 

商品内容改定前の純保険料は、 

( ) ( ) ( ) 5.2
22

0

2

2
5

2
2exp

2
1

2
3exp

22
3logexp

2
−∞

∞−

∞

∞−

∞
=









−+−=






 +−=







 +−  eydyyedyx

x
xdx

y

πππ

商品内容改定後の純保険料は、 

( ) ( ) ( )

( )067.011.1
2
5

2
exp

2
11.1

2
5

2
2exp

2
11.1

2
3exp

2
1.1

2
3logexp

2
1.1

5.2

5.1

2

5.3

2

5.3

22

5.3

−⋅⋅=








−−⋅=









−+−⋅=






 +−⋅=







 +−⋅

−∞

−

∞

−

∞

−

∞



 −

eydy

ydyyedyx
x

xdx
y

e

π

πππ

したがって、商品改定により純保険料は ( ) 0263.1067.011.1 =−⋅ 倍になる。 

 

これと（１）の結果から、営業保険料の割引率は 

019025.0
05.015.01

)31.01(1.01.00263.16.01 =
−−

−×++×−  

 



問題２． 
Ⅱ． 
（１）①（Ｈ）（２）②（Ｃ）   ［（１）３点、（２）５点］ 

（１） 

各契約者の更改件数（更改率）を N とすると、 

( ) θθ =|NE  

( ) ( )θθθ −= 1|NV  
( )( ) ( )( ) ( ) ( ) 5585536541| 2 =−=−=−== θθθθθ EEENVEv  
( )( ) ( ) 2754| === θθ VNEVw  

よって、 80.0
1040

40 =
+

=
+

=

w
vm

mZ  

 

（２） 

( )( ) ( ) 54| === θθμ ENEE であるから、 

( ) 56.0
5
420.0

40
2080.01

40
20 =×+×=×−+× μZZ  

52.956.017 =×  
 



問題２． 
Ⅲ． 
（１）（Ｄ） （２）（Ｄ）   ［（１）３点、（２）５点］ 

（１） 

 ①平均値 

  クレーム件数の平均値は 10002.050001 =×=n 、１クレームあたりの支払額期待値は 501 =m 万円

であるので、支払総額の期待値は 500010050)( 111 =×=×= nmSE 万円となる。 

 ②標準偏差 

  クレーム額は平均 50 万円の指数分布に従うことから、クレーム額の原点周りの２次モーメントが 

    5000
50

50

0

2 =
−

∞

 dxex

x

 …Ａ 

  であることから、標準偏差は、 2500)( 11 =×= AnSV  万円である。 

 ③破産確率 

  期初のサープラスを 0u とすると、破産確率は次のとおり表される。 

( ) 








 +
>

−
=<−+

)(
)(15.0

)(
)(

0)(15.1
1

10

1

11
110 SV

SEu
SV

SES
PSSEuP  

 

  ここで、
)(

)(

1

11

SV
SES

Z
−

= は標準正規分布に従うものとし、期初サープラス値および①・②で求め

た数値を上式に代入して、直線補間により確率を求めると、4.0% と計算される。 

040.0                                        

05.0)645.1768.1(
645.1960.1
050.0025.0                                        

)7678.1(
)(

)(15.0

1

10

=

+−
−
−=

>=








 +
>

　

　

ZP
SV

SEu
ZP

 

 
（２）１クレームごとに 100 万円超の部分は 50%の支払いとなることから、 100>x の場合は実際のク

レーム額 xに対して実際の支払額が、 505.0)100(5.0100 +=−+ xx （ 100>x ）となる。 

 ①平均値 

クレーム件数の平均値は 10002.050002 =×=n 、１クレームあたりの支払額期待値は 

( )2

100

50100

0

50

2 225
50

)505.0(
50

−∞
−−

−=++=  edxexdxexm

xx

 

  よって、支払総額の期待値は ( )2
222 22500)( −−=×= enmSE となる。 

  ②標準偏差 



（１）と同様に、クレーム額の原点周りの２次モーメントから標準偏差を求める。 

2

100

50
2100

0

50
2 87505000

50
)505.0(

50
−∞

−−

−=++  edxexdxex

xx

 …Ｂ 

  よって、標準偏差は、 ( ) 22
22 14825087505000100)( −− −=−=×= eeBnSV  万円である。 

 ③破産確率 

  （１）と同様にして直線補間により確率を求めると、2.6%と計算される。 

( )
( )

( )









×−
−×+>=









 +>
2

2

2

20

368.0148250
368.02250015.050015.0 ZP

SV
SEuZP  

( )
( )

026.0

05.0645.1942.1
645.1960.1
05.0025.0

942.1

=

+−
−
−=

>= ZP

 

 



問題２． 
Ⅳ． 
（１）（Ｅ） （２）（Ａ）   ［（１）３点、（２）５点］ 

（１） 

回収期待値 Lは、エクセスポイントα とカバーリミットβ を用いて、下式にて求められる。 

L  ( ) ( ) ( )dxxfdxxfx 
∞

+

+
⋅+⋅−=

βα

βα

α
βα  

現在の回収期待値 1L は、上式に 2=α , 3=β , 
312)( 





=

x
xf を代入して、 

( ) dx
x

dx
x

xL 
∞







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

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⋅⋅+





 −+






 −=


















−+









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
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
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
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





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



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




=

∞

∞
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xxx
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x
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x
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（２） 

クレーム額増加後の元受支払保険金を XY 1.1= とおくと、Y の確率密度関数は、 

  
3

2 121.1)( 





⋅=

x
xf  x<1.1  

となる。 
 

そのため、回収期待値 2L は 

( )


















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
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
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∞

+
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dx

x
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x
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3
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2

2
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























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
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


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

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
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∞

+
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a

aa

x
a
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2
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2
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2 1
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14121.1  

 ( ) ( ) 


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





+
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


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
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

+
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2
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a
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 ( ) 







+
++

+
−⋅= 2

2

2
2

2
2

2
11.1

a
a

a  

 







+
−⋅=

a2
1

2
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回収期待値 21 LL = となるのは、 

 21 LL =  

 







+
−⋅=⇔

a2
1

2
11.1

10
3 2  

 

これを解いて、 ...967.1=a  

 

 



問題２． 
Ⅴ． 
（１）（Ｅ）（２）（Ｈ）   ［（１）３点、（２）５点］ 

（１） 

イ 正しい（テキスト 3-32）。 

ロ 同文の説明は、一般化線形モデル（テキスト 4-18）。 

ハ  同文の説明は、決定論的モデル（テキスト 5-25）。 

 

（２） 

ニ 逆が成り立つのは、 ( )NXX ,,1  の周辺分布が連続の場合（テキスト 10-32）。 

ホ 正しくは ( ) ( ) ( )

r

X
S tMp

ptM 







−−

=
11

（テキスト 2-14）。 

ヘ 同文の説明は、凸リスク尺度（テキスト 10-50）。 

 



問題３． 
（１）（Ｆ）（２）（Ｇ）   ［（１）４点、（２）７点］ 

（１） 

保険金 X と保険金Yの観察値を、それぞれ xと yとする。 

事故番号が ji > であるようなすべての ),(),,( jjii yxyx の組に対して、( ji xx − , ji yy − )の符号を調べ

ると、 

( x , y ) ( 4, 6) (16,18) (33,45) ( 3, 8) (38,14) (11,26) (15,10) ( 5, 7) 
( 4, 6)  ( +, +) ( +, +) ( -, +) ( +, +) ( +, +) ( +, +) ( +, +) 

(16,18)   ( +, +) ( -, -) ( +, -) ( -, +) ( -, -) ( -, -) 

(33,45)    ( -, -) ( +, -) ( -, -) ( -, -) ( -, -) 

( 3, 8)     ( +, +) ( +, +) ( +, +) ( +, -) 

(38,14)      ( -, +) ( -, -) ( -, -) 

(11,26)       ( +, -) ( -, -) 

(15,10)        ( -, -) 

( 5, 7)         

 となる。よって、 )))((( jiji yyxxsign −− を計算すると、 

( x , y ) ( 4, 6) (16,18) (33,45) ( 3, 8) (38,14) (11,26) (15,10) ( 5, 7) 
( 4, 6)  1 1 -1 1 1 1 1 
(16,18)   1 1 -1 -1 1 1 
(33,45)    1 -1 1 1 1 
( 3, 8)     1 1 1 -1 

(38,14)      -1 1 1 
(11,26)       -1 1 
(15,10)        1 
( 5, 7)         

であることから、ケンドールのτ は、 

5.0
28
14)))(((

78
2 ==−−
⋅ 

> ji
jiji yyxxsign  

（２） 

生成作用素を αφ α )1()( −= −uu とするアルキメデス型コピュラは、 ( ) ααφφ
1

1 1)()( −− += uu より、

{ } ααα
1

2121 1)1()1(),( −−− +−+−= uuuuC である。また、ヒントより、ケンドールのτ は、 

  +







−

+
=+−=+

′
=

+
+1

0

1

0

221

0

1 1
22

41)(141
)(
)(4 uuduuudu

u
u

αααφ
φτ

α
α  



2
1

2
1

2
14

+
=+






 −

+
=

α
α

αα
 

となることから、 5.0)2( =+αα より、 0.2=α  

以上から、 2
1

2
2

2
121 )1(),(

−−− −+= uuuuC ・・・・・・・・・・・・・・・・・・① 

続いて、 

[ ] 6321.01
10
1)10( 110

0

10
0

1010
1 =−=−==≤= −−−

 eedxeXPu x
x

・・・・・・・・② 

75.0
2

5050)10(
10

5

10

5

23
2 =



−==≤=  −− ydyyYPu ・・・・・・・・・・・・・③ 

ゆえに、①～③より、 

( ) 2
1

22 175.06321.0)75.0,6321.0()10,10( −−− −+==≤≤ CYXP  

( ) 5521.017778.15028.2 2
1

=−+= −  

よって、0.55 
 
 
 


